
 
令和６年度計画 パブリックコメントに寄せられた意見及び対応 

 

No. 意    見 対    応   

１ 第１章 １ 策定の目的 

１ページ 

岐阜県食品安全行動基本計画のもとに策定されている様々な計画に沿い、県や市

町村が県内の諸団体や企業と連携して食品安全行政が推進されています。特に、食

品関連事業者へのＨＡＣＣＰの導入や定着の支援をはじめとしてコンプライアン

スの徹底を目指すことで、意識や品質管理の力量が向上し、食品等の安全性の確保

が進んでいることが各種検査結果に表われています。それが食品に対する安心感の

向上(安心層が不安層を上回るなど)にもつながっているものであると引き続き評

価できると考えます。２００３年の食品安全基本法の制定以降、日本の食品安全行

政は大きく前進していると認識しており、岐阜県がその中でも高い水準の執行力を

これからも維持することを期待します。 

全ての県民にとって食の安全は現在から将来にわたる重要な関心事項です。消費

者は食の安全やリスクに関する科学的知見に基づく正しい情報を受け取り、理解し

、自らの選択や判断に活かす必要があります。新型コロナの感染法上の位置づけは

移行しましたが、新型コロナウイルス自体が変わったわけではなく、今後における

コロナとの共存社会において、食品安全行政が弛まず機能し、健康で安心な県民生

活が送れるよう、本計画の推進を期待します。 

あわせて、長期にわたったコロナ禍は、コロナ前から潜在していた社会的な問題

を増幅させたといわれています。本計画の直接の指導対象者である、食品関連事業

者(生産・製造)、特に中小・零細事業者の事業経営面での損失は大きいものがあり

ます。本計画を進める中では、監視・指導とあわせて、支援の視点を担当する県職

員が持ち各計画の遂行に当たられることを要望します。 

 

 

 

御期待に添えるよう、本計画に基づき食品の安全に係る各種施策を

実施していきます。 

 

２ 第２章 １（２）実施機関、人員について 

２ページ 

令和５年度計画と比較して特段の変更点がないことは、状況に即して適正に計画

がたてられており、問題なく運用されていることの表われかと理解しました。 

食の安全・安心は県民のくらしの基礎です。新型コロナウイルスへの対応は減少

  

 

引き続き食品安全に係る体制を整備していくとともに、国との連携

を密に図り各種施策を実施し、本計画の実効性高めて参ります。 



したものの、鳥インフルエンザ等の感染や食中毒の発生への対応など、県や自治体

職員の負荷は恒常的に高いレベルにあるのではないかと危惧します。食品安全行政

を担当する職員の健康管理や体制確保が進むよう、引き続き予算や県全体の体制整

備等の措置を要望します。また、食の安全を守る人材確保の取組みとして各種研修

会は計画通りに実施されていますが、効果測定を確実に行い、研修制度の有効性を

高める改善に継続的に取り組むことを期待します。また体制不足への対策としてシ

ニア世代の活用など幅広い人材確保に取り組むことを期待します。 

関連して、厚生労働省が所管する食品衛生行政のうち、食品衛生基準行政が令和

６年度から消費者庁に移管されます。現在、食品安全行政の調整機能を担っている

消費者庁に機能が集まることで、食品衛生についての科学的な安全の確保と消費者

利益の更なる増進が期待されるといわれています。国と岐阜県とがこれまで以上に

連携度合いを高め、本計画の実効性を高めていくことを要望します。 

 

３ 第２章 ６ 健康危機管理体制の整備        

８ページ 

（３）で「健康被害の拡大防止を図ります」と書かれています。具体的な対策は

別途つくられるとおもいますが、食中毒の発生に際しては、その原因究明と再発防

止対策をひろく情報共有することが同様の事例発生の抑止につながると考えます。

１１月にはノロウイルス食中毒注意報が発表されるなど、予断を許さない状況は今

後も続くと思います。速やかな情報発信と注意喚起の強化を要望します。 

 

 

 

食中毒が発生し、行政処分を行った場合や県民への周知が必要と判

断した場合には、積極的にプレスリリースすることにしています。さら

に、年次ごとに食中毒事例の調査、再発防止対策等の詳細などを取りま

とめた「食中毒事件録」を岐阜県公式ホームページに掲載し、情報提供

しています。 

また、毎年食品衛生責任者を対象に開催する食品衛生責任者実務講

習会においては、代表的な食中毒事件の原因、特徴、再発防止策等を情

報提供しています。 

引き続き県民及び食品等事業者に対し、様々な機会を捉えて食品衛

生に関する注意喚起を行い、食中毒の発生を防止するとともに食品衛

生意識の高揚を図ります。 

 

４ 第３章 １（２）重点監視事項 

１０ページ 

令和５年度計画にあった「テイクアウト等における食品衛生対策」が計画案から

削除されました。新型コロナの感染法上の分類は変わりましたが、全てが元に戻っ

たわけではなく、テイクアウト等の食品の持ち帰りや宅配を行う事業者は一程度と

 

 

 テイクアウト等における食品衛生対策はコロナ禍における飲食店の

テイクアウト需要の増加を受けて重点監視事項に追加した項目です。

昨年５月に新型コロナウイルス感染症が５類感染症に移行したことか



どまっており、ファーストフード等のドライブスルーの利用も引き続き盛況です。

重点ではなくとも段階的に注視してくことが必要ではないでしょうか。 

 

ら重点監視事項から除外することとしましたが、従来通り飲食店を立

入する際はテイクアウトの有無を確認し、必要な指導を行って参りま

す。 

 

５ 第３章 ２（１）残留農薬及び動物用医薬品等検査 

１１ページ 

昨年から各務原市の地下水から発がん性があるとされる有機フッ素化合物(ＰＦ

ＡＳ)が検出された問題が報道され、県と市から濃度を分布した地図も公表されま

した。県の担当者が「今後も継続してモニタリングしていく」とコメントしていま

すが、地下水の汚染と食品衛生行政との関係はないでしょうか？ 本計画への影響

の有無も含め、県民への情報開示は必要ではないかと考えます。 

 

 

 

現在、国の食品安全委員会において有機フッ素化合物（ＰＦＡＳ）

の健康影響評価が行われているところです。こうした国の動向等を注

視し、基準等が決まった場合には速やかに対応して参ります。 

 

６ 第３章 ２（１）残留農薬及び動物用医薬品等検査 

１２ページ 

現計画から、農薬（県内に流通する輸入加工食品を検査する）が削除されていま

す。Ｐ１６の実施結果では、（３）農薬対策の２つの項目は目標未達成となっており

、引き続きの対策が必要であるように思えますが、どのような理由でしょうか？ 

 

  

 

 「農薬（県内に流通する輸入加工食品を検査する）」については、平

成２０年に発生した中国産冷凍ギョウザによる薬物中毒事案を受け

て、検査を実施してきました。県が過去１４年間に７００検体の検査を

行った結果、違反事例が無かったこと、同様に厚生労働省が過去１４年

間に検査した１３６，４５３検体中違反事例は８検体（０．００６％）

であったことから、本検査は令和５年度までの実施としました。 

 令和４年度残留農薬検査数については、新型コロナウイルス感染症

第７波における保健所及び保健環境研究所の業務ひっ迫を受け、７月

下旬から９月上旬の収去検査業務を中止したため、目標を達成するこ

とができませんでした。 

 引き続き、県内外の検査データを分析したうえで、効率的な検査の実

施に努めて参ります。 

 

７ 第３章 ２（１）残留農薬及び動物用医薬品等検査 

１２ページ 

 流通する食肉のほか、飲食店等で調理される食肉加工品についても、積極的に動

物用医薬品の残留物質に関する検査を行ってほしいです。 

 

 

 

 食肉加工品に使用される食肉のうち、輸入された食肉は、検疫所が動

物用医薬品の残留物質の検査を行っています。県では、引き続き県内の

と畜場で処理された肉の動物用医薬品の検査を中心に実施して参りま



す。 

 

８ 第３章 ４（１）双方向のリスクコミュニケーション 

（２）食品の安全・安心に関する教育の推進 

１４ページ 

１５ページ 

新型コロナの感染法上の分類が移行され、オンラインの活用も含め、コロナ社

会におけるリスクコミュニケーションの実施手段を具体的に決めていくことが引

き続きの重要課題です。Ｐ１６の実施結果では、リスクコミュニケーションの推

進計画は概ね達成されており、県からは積極的に情報発信されていると思われま

す。肝心なのは、膨大な情報の中から一般消費者が自分に必要な食の安全情報を

探しやすく、発見しやすい形で提供することです。現代人の活字離れはますます

加速化していることを認識し、目にとまりやすく、専門的な知識がなくても理解

できる情報提供手段を引き続き追求することを要望します。 

食品安全行政の仕組みの認知度に比べて信頼度が高いという傾向が年々高まっ

ていると考えます。多くの人が普段は食の安全について深く考えることなく安全

な食生活を送れていることは幸いである一方で、有用な情報を身近な手段で取得

することができ、リスクコミュニケーションの機会を得られるようにしていくこ

とが重要だと考えます。引き続き、消費者の声に耳を傾ける姿勢で、双方向の活

発なリスクコミュニケーションが実現できるよう、県のＤＸ対応力も駆使して食

品安全行政の推進計画が実践されていくことを期待します。 

 

  

 

 

 

引き続き、消費者の意識の把握に努め、様々な媒体の活用を検討し

ながら、双方向のリスクコミュニケーションの推進に取り組んで参り

ます。 

 


